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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

中間連結会計期間
第42期

中間連結会計期間
第41期

会計期間
自2024年１月１日
至2024年６月30日

自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2024年１月１日
至2024年12月31日

売上高 （千円） 4,986,902 4,622,358 9,656,672

経常利益 （千円） 445,074 195,271 823,883

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（千円） 291,870 179,233 520,398

中間包括利益又は包括利益 （千円） 333,186 202,179 623,118

純資産額 （千円） 4,268,930 4,650,465 4,534,192

総資産額 （千円） 6,036,677 6,489,719 6,337,101

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 88.17 54.51 157.54

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 70.7 71.5 71.6

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 424,883 158,656 932,384

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △192,228 △302,589 △239,698

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △107,330 △18,279 △165,338

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（千円） 1,781,014 2,020,825 2,183,038

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、重要な関係会社の異動は以下の通りです。

 

名称 住所 資本金
主要な事業

の内容

議決権の

所有割合
関係内容

（連結子会社）

株式会社ミツエ

兵庫県

たつの市
38,750千円

解体事業、

アスベスト

除去事業

90.9％

役員の兼任 資金援助 営業上の取引

２名
当社が運転

資金を貸付

当社解体事業

の協力企業
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、一部に弱含みの動きが見られるものの、緩やかに回復しています。

雇用・所得環境は緩やかに改善し、設備投資も増加していますが、物価の高止まりが継続しています。一方、米国

の外交・通商政策に対する懸念は沈静化しつつあるものの、依然不透明な状況が続いております。当中間連結会計

期間における鉄スクラップの資源価格は概ね横這いで推移し、期間内の平均価格は前年同期を下回りました。銅ス

クラップ等の非鉄金属の価格は一時急落しましたが、期間内平均価格は前年同期と同程度の水準となりました。

　このような経済情勢の下、当社グループは、解体・環境・金属の各事業が総合的にニーズを探り出し、解体工事

や設備撤去、スクラップの買取り、産業廃棄物収集運搬・中間処理を経て素材メーカー等に再生資源を提供する

「ワンストップ・サービス」をさらに推進させております。

　これらの結果、当中間連結会計期間における売上高は4,622,358千円（前年同期比7.3％減）、営業利益は

184,878千円（同57.0％減）、経常利益は195,271千円（同56.1％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は

179,233千円（同38.6％減）となりました。

 

　各セグメント別の状況は下記のとおりです。

＜解体事業＞

　解体工事については、大規模な工場や医療施設等の大型案件が進捗し、セグメント全体としては増収となりまし

た。しかしながら複数の案件において原価の実績が見積総原価を超過することが判明し工事の進捗度を精査した結

果、当該案件の売上高の計上を抑える要因となり、また当該案件について今後予想される損失の見積額を引当計上

しました。また、株式会社ミツエを株式取得（当社の持株比率90.9％）により子会社化したことに伴う負ののれん

発生益62,581千円を特別利益に計上しております。

　これらの結果、売上高は1,416,840千円（前年同期比5.5％増）、営業損失は56,127千円（前年同期は営業利益

190,763千円）となりました。受注残高については、工事の進行度に応じてすでに売上計上された部分を除き

1,922,140千円となりました。工事監督者数については、当中間連結会計期間末時点で34名となりました。

＜環境事業＞

　産業廃棄物処理受託の取扱量は10,545トンと堅調に推移し、再生資源販売の取扱量は8,687トンと堅調に推移し

ました。設備等の撤去案件がスポット的に発生したことや、有価物を多く含む廃棄品の取り扱いが増加したことが

増収に寄与しましたが、鉄スクラップ相場が前年同期よりも低水準で推移したことで再生資源販売が伸び悩んだ結

果、減益となりました。

　これらの結果、売上高は994,679千円（前年同期比3.1％増）、営業利益は126,271千円（同9.7％減）となりまし

た。

＜金属事業＞

　当中間連結会計期間における当事業の金属スクラップ取扱量は37,329トン（うち当社工場でのスクラップの取扱

量は30,105トン、残りは当社工場を介しない直送取引）となりました。鉄スクラップ価格が前年同期より低い水準

で推移したため減収となりましたが、大型解体案件から発生したスクラップに加工選別による付加価値をつけての

販売が寄与し、増益となりました。

　これらの結果、売上高は2,210,838千円（前年同期比17.5％減）、営業利益は114,734千円（同15.2％増）となり

ました。

 

　 財政状態は下記のとおりです。

　当中間連結会計期間末における総資産は6,489,719千円となり、前連結会計年度末に比べて152,617千円増加しま

した。流動資産は、現金及び預金の減少等により、前連結会計年度末に比べて130,388千円減少の3,430,126千円と

なりました。固定資産は、土地の増加等により、前連結会計年度末に比べて283,006千円増加の3,059,593千円とな

りました。

　当中間連結会計期間末における負債は1,839,253千円となり、前連結会計年度末に比べて36,344千円増加しまし

た。流動負債は、未払法人税等の減少等により、前連結会計年度末に比べて84,440千円減少の1,304,260千円となり

ました。固定負債は、長期借入金の増加等により、前連結会計年度末に比べて120,784千円増加の534,993千円とな

りました。
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　当中間連結会計期間末における純資産は、利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末に比べて116,273千円増

加の4,650,465千円となりました。

 

　　(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ162,212

千円減少の2,020,825千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は158,656千円（前年同期は424,883千円の増加）となりました。

　これは、資金の増加として、税金等調整前中間純利益257,728千円、減価償却費157,090千円、賞与引当金の増加

78,994千円等があった一方、資金の減少として、未払金の減少82,894千円、棚卸資産の増加11,487千円、法人税等の

支払額190,859千円等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は302,589千円（前年同期は192,228千円の支出）となりました。

　これは、定期預金の払戻による収入30,000千円があった一方、有形固定資産の取得による支出299,937千円等が

あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は18,279千円（前年同期は107,330千円の支出）となりました。

　これは、長期借入れによる収入100,000千円があった一方、配当金の支払額105,095千円等によるものであります。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、または、締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,800,000

計 12,800,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,427,200 3,427,200
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株

であります。

計 3,427,200 3,427,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

　　2025年１月１日～

　　2025年６月30日
－ 3,427,200 － 130,598 － 90,598
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（５）【大株主の状況】

  2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ＨＳ興産株式会社 神戸市中央区雲井通２－１－６－1002 1,280 38.94

高橋　克実 兵庫県姫路市 364 11.07

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 122 3.72

イボキン従業員持株会 兵庫県たつの市揖保川町正條379番地 91 2.80

川島　敏邦 静岡県藤枝市 46 1.42

高橋　完治 神戸市西区 46 1.40

吉田　茂 栃木県宇都宮市 40 1.23

山崎　喜博 神戸市東灘区 40 1.22

三河　榮子 埼玉県入間市 37 1.14

髙橋　守 兵庫県相生市 36 1.10

計 － 2,104 64.03

（注）上記のほか、自己株式140,292株があります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － －　 －

議決権制限株式（自己株式等）  － －　 －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 140,200 －　 －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,283,800 32,838 －

単元未満株式 普通株式 3,200 －　 －

発行済株式総数  3,427,200 －　 －

総株主の議決権  － 32,838 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式92株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2025年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社イボキン

兵庫県たつの市揖保川町正

條379番地
140,200 － 140,200 4.1

計 － 140,200 － 140,200 4.1

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　当社の中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,261,551 2,164,143

受取手形、売掛金及び契約資産 1,093,066 1,026,644

商品及び製品 3,774 813

仕掛品 2,115 6,984

原材料及び貯蔵品 114,181 120,321

未成工事支出金 30,573 44,880

その他 55,362 66,440

貸倒引当金 △110 △102

流動資産合計 3,560,515 3,430,126

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 366,352 382,868

機械装置及び運搬具（純額） 663,303 745,771

最終処分場（純額） 66,825 67,679

土地 869,768 1,024,027

リース資産（純額） 97,809 113,713

建設仮勘定 20,032 6,931

その他 47,072 40,685

有形固定資産合計 2,131,163 2,381,677

無形固定資産   

その他 34,193 29,145

無形固定資産合計 34,193 29,145

投資その他の資産   

投資有価証券 438,308 473,833

保険積立金 119,435 123,468

繰延税金資産 121 121

その他 53,363 51,347

投資その他の資産合計 611,228 648,770

固定資産合計 2,776,586 3,059,593

資産合計 6,337,101 6,489,719
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 365,462 337,124

工事未払金 168,294 210,171

短期借入金 ※ 100,000 ※ 100,000

１年内返済予定の長期借入金 108,760 117,946

リース債務 28,983 34,306

未払金 88,132 89,453

未払法人税等 215,343 89,198

契約負債 1,229 19,021

賞与引当金 19,129 98,124

受注損失引当金 － 27,454

その他 293,365 181,460

流動負債合計 1,388,701 1,304,260

固定負債   

長期借入金 4,300 86,672

リース債務 3,345 22,262

役員退職慰労引当金 331,596 338,682

退職給付に係る負債 12,126 12,175

繰延税金負債 34,038 44,539

資産除去債務 28,800 30,660

固定負債合計 414,208 534,993

負債合計 1,802,909 1,839,253

純資産の部   

株主資本   

資本金 130,598 130,598

資本剰余金 945,418 954,794

利益剰余金 3,521,422 3,595,394

自己株式 △184,864 △188,011

株主資本合計 4,412,574 4,492,775

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 121,618 145,455

その他の包括利益累計額合計 121,618 145,455

非支配株主持分 － 12,234

純資産合計 4,534,192 4,650,465

負債純資産合計 6,337,101 6,489,719
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

売上高 4,986,902 4,622,358

売上原価 4,041,547 3,875,760

売上総利益 945,355 746,598

販売費及び一般管理費 ※ 515,185 ※ 561,719

営業利益 430,169 184,878

営業外収益   

受取利息 35 394

受取配当金 4,331 6,136

受取手数料 2,093 1,803

受取補償金 4,600 3,100

その他 5,897 4,466

営業外収益合計 16,958 15,900

営業外費用   

支払利息 1,271 1,591

支払補償費 783 3,886

自己株式取得費用 － 30

営業外費用合計 2,054 5,507

経常利益 445,074 195,271

特別利益   

固定資産売却益 492 11

負ののれん発生益 － 62,581

特別利益合計 492 62,593

特別損失   

固定資産除却損 0 135

特別損失合計 0 135

税金等調整前中間純利益 445,566 257,728

法人税等 153,695 79,386

中間純利益 291,870 178,342

非支配株主に帰属する中間純損失（△） － △891

親会社株主に帰属する中間純利益 291,870 179,233
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

中間純利益 291,870 178,342

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 41,315 23,836

その他の包括利益合計 41,315 23,836

中間包括利益 333,186 202,179

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 333,186 203,070

非支配株主に係る中間包括利益 － △891
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 445,566 257,728

減価償却費 139,638 157,090

賞与引当金の増減額（△は減少） 68,816 78,994

受注損失引当金の増減額（△は減少） － 27,454

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,666 7,085

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 103 49

受取利息及び受取配当金 △4,366 △6,530

支払利息 1,271 1,591

固定資産売却損益（△は益） △492 △11

固定資産除却損 0 135

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △48,299 80,622

棚卸資産の増減額（△は増加） △19,066 △11,487

仕入債務の増減額（△は減少） △89,968 4,841

未払金の増減額（△は減少） △3,955 △82,894

契約負債の増減額（△は減少） △3,966 10,806

受取保険金 － △864

負ののれん発生益 － △62,581

その他 35,302 △118,717

小計 531,249 343,311

利息及び配当金の受取額 4,362 6,528

利息の支払額 △362 △1,189

保険金の受取額 － 864

法人税等の支払額 △110,366 △190,859

営業活動によるキャッシュ・フロー 424,883 158,656

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △30,000 △90,000

定期預金の払戻による収入 30,213 30,000

有形固定資産の取得による支出 △177,223 △299,937

有形固定資産の売却による収入 700 15,243

無形固定資産の取得による支出 △8,924 －

保険積立金の積立による支出 △4,033 △4,033

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
－ 47,514

その他 △2,961 △1,377

投資活動によるキャッシュ・フロー △192,228 △302,589

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △15,388 △8,442

リース債務の返済による支出 △914 △1,594

自己株式の取得による支出 － △3,147

配当金の支払額 △91,027 △105,095

財務活動によるキャッシュ・フロー △107,330 △18,279

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 125,324 △162,212

現金及び現金同等物の期首残高 1,655,689 2,183,038

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,781,014 ※ 2,020,825
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※　当座貸越契約

　当社は、資金調達の機動性及び安定性の確保を図るため、取引金融機関３行と当座貸越契約を締結しております。これ

らの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）

当中間連結会計期間

（2025年６月30日）

当座貸越極度額 600,000千円 600,000千円

借入実行残高 100,000 100,000

差引額 500,000 500,000

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
　　至　2024年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
　　至　2025年６月30日）

給料手当 119,201千円 145,985千円

賞与引当金繰入額 24,887 29,630

退職給付費用 2,869 2,899

役員退職慰労引当金繰入額 10,666 7,085

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであり

ます。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年１月１日
至 2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
至 2025年６月30日）

現金及び預金 1,859,527千円 2,164,143千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △78,513 △143,317

現金及び現金同等物 1,781,014 2,020,825
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（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）
配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月28日

定時株主総会
普通株式 91,027 27.5  2023年12月31日 2024年３月29日 利益剰余金

 
当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）
配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月28日

定時株主総会
普通株式 105,261 32  2024年12月31日 2025年３月31日 利益剰余金

 

EDINET提出書類

株式会社イボキン(E34130)

半期報告書

15/20



（セグメント情報等）

　　　　【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

中間連結損益
計算書計上額
（注１） 解体事業 環境事業 金属事業 計

売上高       

一時点で移転される財・ 　

サービス
275,934 964,752 2,679,101 3,919,787 － 3,919,787

一定の期間にわたり移転され

る財・サービス
1,067,114 － － 1,067,114 － 1,067,114

顧客との契約から生じる収益 1,343,049 964,752 2,679,101 4,986,902 － 4,986,902

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 1,343,049 964,752 2,679,101 4,986,902 － 4,986,902

セグメント間の内部売上高

又は振替高
331,917 199,159 12,660 543,738 △543,738 －

計 1,674,967 1,163,911 2,691,761 5,530,641 △543,738 4,986,902

セグメント利益 190,763 139,801 99,604 430,169 － 430,169

（注）　１．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　２．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完

全に履行義務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される

財・サービスに含めています。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

中間連結損益
計算書計上額
（注１） 解体事業 環境事業 金属事業 計

売上高       

一時点で移転される財・ 　

サービス
429,665 994,679 2,210,838 3,635,183 － 3,635,183

一定の期間にわたり移転され

る財・サービス
987,175 － － 987,175 － 987,175

顧客との契約から生じる収益 1,416,840 994,679 2,210,838 4,622,358 － 4,622,358

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 1,416,840 994,679 2,210,838 4,622,358 － 4,622,358

セグメント間の内部売上高

又は振替高
383,937 152,879 13,334 550,150 △550,150 －

計 1,800,777 1,147,558 2,224,173 5,172,509 △550,150 4,622,358

セグメント利益又は損失（△） △56,127 126,271 114,734 184,878 － 184,878

（注）　１．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　２．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完

全に履行義務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される

財・サービスに含めています。
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（収益認識関係）

顧客等との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

１株当たり中間純利益 88円17銭 54円51銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 291,870 179,233

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
291,870 179,233

普通株式の期中平均株式数（株） 3,310,108 3,287,687

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
2025年８月８日

株式会社イボキン

取締役会　御中

 有限責任 あずさ監査法人

 神戸事務所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 松井 理晃

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 杏井 康真

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イボキ

ンの2025年１月１日から2025年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社イボキン及び連結子会社の2025年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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